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実績値 推計値
（人）
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2015年（実績） 2040年

国立社会保障・人口問題研究所推計

各市町村の「人口ビジョン」における目標人口の合計

圏域の中長期的な将来の目標人口
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b 産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業を核とした

戦略産業の育成 



 

 

 



 



 

c 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 



 



 



 



 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

d 戦略的な観光施策 



 

e その他、圏域全体の経済成長のけん引に係る施策 
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Check 評価 

Plan 計画 

Action 改善 

Do 実行 

長野地域連携推進協議会 

長野市連携中枢都市圏 

ビジョン懇談会 
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 49,384 45,062 38,029 33,846 68.5
生産年齢人口（15～64歳） 220,451 211,326 193,044 164,261 74.5
老年人口（65歳以上） 107,763 114,888 121,481 130,830 121.4

合　計 377,598 371,276 352,554 328,937 87.1

長野市 2015年 2020年 2030年 2040年

 

△ 1,099 △ 1,239 △ 1,358 △ 1,604 △ 1,700

3,017 2,952 2,891 2,713 2,647

4,116 4,191 4,249 4,317 4,347

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

自然増減数 出生数 死亡数

人

-1,515 

920 

-2,000

-1,500

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

（人）



 

30.4% 32.6% 34.6% 38.3%
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 6,622 6,034 4,983 4,368 66.0
生産年齢人口（15～64歳） 28,702 26,919 24,151 20,300 70.7
老年人口（65歳以上） 15,401 15,909 15,433 15,313 99.4

合　計 50,725 48,862 44,567 39,981 78.8
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31.4% 33.9% 37.0% 41.5%

56.3% 54.8% 53.0% 49.0%

12.3%
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 7,428 6,537 5,288 4,497 60.5
生産年齢人口（15～64歳） 33,944 31,894 28,101 23,110 68.1
老年人口（65歳以上） 18,926 19,743 19,587 19,576 103.4

合　計 60,298 58,174 52,976 47,183 78.2
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老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 1,796 1,564 1,161 919 51.2
生産年齢人口（15～64歳） 8,128 7,377 6,172 4,786 58.9
老年人口（65歳以上） 4,947 5,009 4,623 4,253 86.0

合　計 14,871 13,950 11,956 9,958 67.0
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32.8% 35.9% 39.2%
44.5%
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老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 1,421 1,273 967 730 51.4
生産年齢人口（15～64歳） 5,766 5,280 4,541 3,566 61.8
老年人口（65歳以上） 3,515 3,678 3,557 3,447 98.1

合　計 10,702 10,231 9,065 7,743 72.4

小布施町 2015年 2020年 2030年 2040年
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老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 863 745 569 469 54.3
生産年齢人口（15～64歳） 3,902 3,574 3,077 2,550 65.4
老年人口（65歳以上） 2,268 2,417 2,410 2,272 100.2

合　計 7,033 6,736 6,056 5,291 75.2

高山村 2015年 2020年 2030年 2040年
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 824 653 394 249 30.2
生産年齢人口（15～64歳） 4,344 3,595 2,614 1,726 39.7
老年人口（65歳以上） 3,301 3,397 3,041 2,583 78.2

合　計 8,469 7,645 6,049 4,558 53.8
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老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 260 229 174 128 49.2
生産年齢人口（15～64歳） 1,192 1,034 789 569 47.7
老年人口（65歳以上） 1,213 1,101 894 740 61.0

合　計 2,665 2,364 1,857 1,437 53.9
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

老年人口割合 生産年齢人口割合 年少人口割合

人

指数（2015＝100）

2040年
年少人口（0～14歳） 1,162 1,003 699 489 42.1
生産年齢人口（15～64歳） 5,923 5,043 3,830 2,777 46.9
老年人口（65歳以上） 3,978 4,140 3,889 3,379 84.9

合　計 11,063 10,186 8,418 6,645 60.1

飯綱町 2015年 2020年 2030年 2040年
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市町村 長野市 須坂市 千曲市 坂城町 小布施町 高山村 信濃町 小川村 飯綱町 長野県

合計特殊
出生率

1.56 1.51 1.45 1.45 1.51 1.45 1.42 1.57 1.43 1.57

佐　久 上　小 諏　訪 上伊那 飯　伊 木　曽 松 本 大　北 長　野 北　信

　長　野 7,989 559 900 387 344 262 45 1,306 157 3,227 802

　佐　久 3,585 1,855 590 130 69 63 13 284 43 487 51

　上　小 2,918 626 727 91 56 45 12 360 31 900 70

　諏　訪 3,679 150 116 1,895 315 163 37 609 57 302 35

　上伊那 4,034 56 93 434 2,188 359 85 503 51 233 32

　飯　伊 2,308 50 42 90 303 1,277 19 280 20 217 10

　木　曽 390 9 4 23 43 26 133 104 11 32 5

　松　本 8,386 288 346 871 554 321 156 3,854 592 1,298 106

　大　北 1,040 37 25 36 15 16 6 400 343 153 9

　北　信 1,370 53 62 44 15 17 4 81 10 566 518

　県　計 35,699 3,683 2,905 4,001 3,902 2,549 510 7,781 1,315 7,415 1,638

転入先 転入計
従前地

長野地域 7,764 145 256 3,767 758 821 437 92 52 224 1,211

中国 四国
九州
沖縄

転入先 転入計

従　前　地

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 国外

長野地域 8,758 148 301 5,113 713 824 592 143 60 218 646

関東 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州
沖縄

国外
従前地 転入計

転　出　先

北海道 東北

市町村 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

長野市 186 △ 300 △ 157 △ 871 △ 456

須坂市 △ 130 △ 28 83 39 △ 61

千曲市 △ 12 147 62 99 126

坂城町 △ 21 △ 146 59 12 △ 8

小布施町 △ 19 △ 25 26 18 84

高山村 △ 19 △ 41 △ 4 9 △ 35

信濃町 △ 39 △ 37 △ 89 △ 58 △ 95

飯綱町 △ 43 △ 18 △ 72 △ 46 △ 48

小川村 △ 50 △ 46 3 △ 16 △ 55

市町村 転入 転出
その他
増減

社会
増減

長野市 11,000 11,395 △ 61 △ 456

須坂市 1,462 1,506 △ 17 △ 61

千曲市 1,734 1,613 5 126

坂城町 524 533 1 △ 8

小布施町 354 269 △ 1 84

高山村 176 215 4 △ 35

信濃町 195 287 △ 3 △ 95

飯綱町 268 317 1 △ 48

小川村 40 95 0 △ 55
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項目 所在地（合計）

総務省 長野市（2箇所）

法務省 長野市（9箇所）

須坂市(1箇所） 長野刑務所

千曲市（1箇所）

財務省 長野市（2箇所）

厚生労働省 長野市（6箇所）

須坂市(1箇所） 長野労働局須坂公共職業安定所

千曲市（1箇所）

農林水産省 長野市（4箇所）

信濃町（1箇所）

国土交通省 長野市（7箇所）

千曲市（1箇所）

環境省 長野市（2箇所）

防衛省 長野市（3箇所）

警察庁 長野市（1箇所） 関東管区警察局長野県情報通信部

国税庁 長野市（2箇所）

気象庁 長野市（2箇所）

裁判所 長野市（4箇所）

東京管区気象台長野地方気象台、東京管区気象台長野地方気象
台 松代地震観測所連絡事務所

長野地方裁判所、長野家庭裁判所、長野簡易裁判所、長野検察審
査会

主な機関等名

関東信越国税局長野税務署、国税不服審判所関東信越国税不服
審判所 長野支所

関東管区行政評価局　長野行政監視行政相談センター、信越総合
通信局

東京法務局長野地方法務局、東京出入国在留管理局長野出張
所、長野保護観察所、長野刑務所長野拘置支所、長野少年鑑別
所、東京高等検察庁長野地方検察庁、東京高等検察庁長野区検
察庁、東京高等検察庁飯山区検察庁、関東公安調査局長野公安
調査事務所

東京法務局長野地方法務局 千曲法務局証明サービスセンター

関東財務局長野財務事務所、名古屋税関長野地区政令派出所

関東信越厚生局長野事務所、長野労働局長野労働基準監督署、
長野労働局長野公共職業安定所、長野労働局長野公共職業安定
所 新卒応援ハローワーク長野、長野労働局長野公共職業安定所
マザーズコーナー、長野労働局篠ノ井公共職業安定所

長野労働局篠ノ井公共職業安定所 千曲市地域職業相談室

関東農政局長野県拠点、中部森林管理局、中部森林管理局北信
森林管理署 戸隠森林事務所、中部森林管理局北信森林管理署 長
野森林事務所

関東地方整備局長野国道事務所、関東地方整備局長野国道事務
所 信州新町出張所、関東地方整備局長野国道事務所 長野出張
所、関東地方整備局長野営繕事務所、北陸地方整備局千曲川河
川事務所、北陸地方整備局千曲川河川事務所 長野出張所、北陸
信越運輸局長野運輸支局

北陸地方整備局千曲川河川事務所 戸倉出張所

中部地方環境事務所信越自然環境事務所、中部地方環境事務所
戸隠自然保護官事務所

自衛隊長野地方協力本部、自衛隊長野地方協力本部長野地域事
務所、自衛隊長野地方協力本部長野募集案内所(自衛隊表参道広
報ＲＯＯＭ)

中部森林管理局北信森林管理署 黒姫森林事務所



 

項目 所在地（合計）

法務省 長野市（2箇所）

厚生労働省 長野市（5箇所）

農林水産省 長野市（1箇所）

国土交通省 長野市（2箇所）

文部科学省 長野市（6箇所）

経済産業省 長野市（1箇所）

自動車技術総合機構北陸信越検査部 長野事務所、自動車事故対
策機構新潟主管支所 長野支所

国立高等専門学校機構長野工業高等専門学校、信州大学教育学
部、信州大学長野付属学校 付属長野小学校、信州大学長野付属
学校 付属長野中学校、信州大学長野付属学校 付属特別支援学
校、信州大学工学部

日本貿易振興機構ジェトロ長野

主な機関等名

日本司法支援センター法テラス長野、日本司法支援センター法テラ
ス長野 法テラス長野法律事務所

高齢・障害・求職者雇用支援機構長野支部、高齢・障害・求職者雇
用支援機構長野支部 長野障害者職業センター、高齢・障害・求職
者雇用支援機構長野支部 ポリテクセンター長野、労働者健康安全
機構長野産業保健総合支援センター、国立病院機構東長野病院

森林総合研究所森林整備センター長野水源林整備事務所

項目 所在地（合計）

総務省 長野市（5箇所）

財務省 長野市（1箇所）

厚生労働省 長野市（4箇所）

国土交通省 長野市（2箇所）

経済産業省 長野市（1箇所）

日本年金機構長野事務センター、日本年金機構北関東・信越地域
第二部 街角の年金相談センター長野、日本年金機構北関東・信越
地域第二部 長野北年金事務所、日本年金機構北関東・信越地域
第二部 長野南年金事務所

日本貨物鉄道株式会社関東支社 長野営業所、東日本高速道路株
式会社関東支社 長野管理事務所

株式会社商工組合中央金庫長野支店

主な機関等名

東日本電信電話株式会社長野支店、日本放送協会長野放送局、
日本郵政株式会社ホテルメルパルク長野、日本郵便株式会社信越
支社、日本郵便株式会社信越郵政研修センター

株式会社日本政策金融公庫長野支店

項目 所在地（合計）

長野市（5箇所）

須坂市（2箇所） 長野県農業試験場、長野県果樹試験場

主な機関等名

長野県工業技術総合センター（技術連携部門、材料技術部門、食品
技術部門）、長野県環境保全研究所（安茂里庁舎、飯綱庁舎）

公設試験
研究機関



 

項目 所在地（合計）

大学 長野市（7箇所） 〈国〉信州大学（教育学部、工学部）

〈県〉長野県立大学

〈私〉清泉女学院大学

〈私〉長野保健医療大学

〈私〉長野女子短期大学

〈私〉清泉女学院短期大学

高等専門学校 長野市（1箇所） 〈国〉長野工業高等専門学校

専修学校等 長野市（18箇所） 〈県〉農業大学校、長野技術専門校

須坂市（1箇所） 〈県〉須坂看護専門学校

各種学校 長野市（4箇所）

主な機関等名

〈私〉岡学園トータルデザインアカデミー、豊野高等専修学校、長野
赤十字看護専門学校、長野美術専門学校、長野調理製菓専門学
校、文化学園長野保育専門学校、長野理容美容専門学校、専門学
校カレッジオブキャリア（長野校、共和校）、信越情報専門学校21 ル
ネサンス学院、大原スポーツ公務員専門学校、長野社会福祉専門
学校、長野平青学園、長野法律高度専門学校、信州スポーツ医療
福祉専門学校、長野看護専門学校、大原簿記情報ビジネス医療専
門学校

〈私〉長野スクールオブビジネス、長野ビジネスアカデミー、長野予備
学校、竹原珠算学校

項目 所在地（合計）

博物館・美術館等 長野市（8施設）

須坂市（1施設） 〈法人〉財団法人田中本家博物館

千曲市（3施設）

小布施町（4施設）

高山村（1施設） 〈村〉歴史公園信州高山一茶ゆかりの里

信濃町（1施設） 〈町〉野尻湖ナウマンゾウ博物館

≪博物館相当施設≫

長野市（2施設）

坂城町（1施設） 〈町〉坂城町鉄の展示館

信濃町（1施設） 〈町〉一茶記念館

〈法人〉善光寺大勧進宝物館、古代遺跡徳間博物館

〈町〉おぶせミュ－ジアム・中島千波館
〈法人〉一般財団法人北斎館、公益財団法人グレイフル芸術館おぶ
せ藤岡牧夫美術館、公益財団法人日本のあかり博物館

≪登録博物館≫

〈県〉長野県信濃美術館・東山魁夷館
〈市〉長野市立博物館、戸隠地質化石博物館、鬼無里ふるさと資料
館、信州新町博物館（美術館・有島生馬記念館・化石博物館・ミュゼ
蔵）
〈法人〉公益財団法人北野美術館、公益財団法人水野美術館、公
益財団法人北野美術館分館 北野カルチュラルセンター、信濃教育
博物館

〈県〉長野県立歴史館
〈市〉さらしなの里歴史資料館、千曲市森将軍塚古墳館

主な施設 ※〈 〉内は設置者



 

項目 所在地（合計）

公共図書館 長野市（4施設）

須坂市（1施設） 〈市〉市立須坂図書館

千曲市（3施設）

坂城町（1施設） 〈町〉坂城町立図書館

小布施町（1施設） 〈町〉小布施町立図書館

主な施設 ※〈 〉内は設置者

〈市〉千曲市立更埴図書館、千曲市立更埴西図書館、千曲市立戸
倉図書館

〈県〉県立長野図書館
〈市〉長野市立長野図書館、長野市立南部図書館
〈法人〉ライブラリー８２

項目 所在地（合計）

コンベンション、
スポーツ及び
オリンピック施設

長野市（5施設）

コンベンション及び
オリンピック施設

長野市（1施設）

スポーツ及びオリ
ンピック施設

長野市（1施設）

コンベンション及び
スポーツ施設

長野市（2施設）

須坂市（2施設） 須坂市市民体育館、須坂市北部体育館

千曲市（2施設）

小川村（1施設）

コンベンション施
設

長野市（4施設）

須坂市（2施設） 須坂市文化会館 メセナホール

千曲市（3施設）

スポーツ施設 長野市（1施設） 長野運動公園総合運動場

須坂市（5施設）

千曲市（2施設）

高山村（1施設）

長野県戸倉野外趣味活動センター、千曲市萬葉の里スポーツエリア

信州高山森林スポーツ公園YOU 游ランド

エムウェーブ / 長野市オリンピック記念アリーナ
ビッグハット / 長野市若里多目的スポーツアリーナ
南長野運動公園 / 長野Uスタジアム
アクアウイング / 長野運動公園総合運動場 総合市民プール
ホワイトリング / 真島総合スポーツアリーナ

北部スポーツ・レクリエーションパーク、南長野運動公園 総合球技
場（長野Uスタジアム）

小川村さわやかふれあいスポーツセンター びっくらんど小川

ホクト文化ホール（長野県県民文化会館）、長野市芸術館、長野県
農協ビル、アークスセンター

千曲市更埴文化会館 あんずホール、千曲市戸倉創造館、千曲市
上山田文化会館

県民須坂運動広場、須坂市北部運動広場、須坂市野球場、臥竜公
園庭球場、福島スポーツ広場

主な施設

スパイラル / 長野市ボブスレー・リュージュパーク

長野市若里市民文化ホール

ことぶきアリーナ（千曲市更埴体育館）、千曲市戸倉体育館



 

項目 所在地（合計）

初期救急医療 長野市（3箇所）

須坂市（1箇所）

千曲市（1箇所）

救急告示医療機関

長野市（15箇所）

須坂市（2箇所）

千曲市（2箇所）

小布施町（1箇所）

信濃町（1箇所） 信越病院

飯綱町（1箇所） 町立飯綱病院

長野市（5箇所）

須坂市（1箇所） 県立信州医療センター

千曲市（1箇所） 千曲中央病院

≪救命救急センター≫

長野市（1箇所） 長野赤十字病院

災害医療 長野市（３箇所）

≪へき地医療拠点病院≫

へき地医療 長野市（2箇所）

≪へき地診療所≫

長野市（6箇所）

信濃町（1箇所） 町立古海診療所

小川村（1箇所） 小川村国保直営診療所

≪地域がん診療連携拠点病院≫

専門医療 長野市（2箇所）

≪エイズ治療拠点病院≫

長野市（1箇所） 長野赤十字病院

須坂市（1箇所） 県立信州医療センター

≪精神科救急医療指定病院≫

長野市（4箇所）

千曲市（1箇所）

≪感染症指定医療機関≫

長野市（2箇所）

須坂市（1箇所） 県立信州医療センター

≪正常分娩機能≫

周産期医療 長野市（７箇所）

須坂市（1箇所）

≪地域周産期医療≫

長野市（2箇所）

≪医療型障害児入所施設≫

療養・療育支援 長野市（1箇所） 国立病院機構東長野病院

千曲市（1箇所） 稲荷山医療福祉センター

山田記念朝日病院、北野病院、厚生連南長野医療センター篠ノ井
総合病院、厚生連南長野医療センター新町病院、厚生連長野松代
総合病院、国立病院機構東長野病院、小林脳神経外科病院、小林
病院、竹重病院、田中病院、長野市民病院、長野赤十字病院、長
野中央病院、東口病院、伊勢宮胃腸外科

主な施設

長野市民病院・医師会急病センター、厚生連南長野医療センター篠
ノ井総合病院・医師会急病センター、厚生連長野松代総合病院急
病センター

須高休日緊急診療室（休日昼間のみ）

千曲中央病院

県立信州医療センター、轟病院

千曲中央病院、長野寿光会上山田病院

新生病院

厚生連南長野医療センター篠ノ井総合病院、厚生連長野松代総合
病院、長野市民病院、長野赤十字病院、長野中央病院

≪地域災害拠点病院≫

（地域周産期連携病院）県立信州医療センター

（地域周産期母子医療センター）長野赤十字病院、厚生連南長野医
療センター篠ノ井総合病院

第２次救急医療
（入院救急医療）

第３次救急医療
（救命救急医療）

長野赤十字病院、厚生連南長野医療センター篠ノ井総合病院、長
野市民病院

長野市国保（大岡、鬼無里、信更、戸隠、中条、信里）診療所

長野赤十字病院、長野市民病院

長野赤十字病院、栗田病院、鶴賀病院、上松病院（東北信ブロック
精神科救急指定病院）

篠ノ井橋病院

長野赤十字病院、厚生連長野松代総合病院

厚生連長野松代総合病院、吉田病院、板倉レディースクリニック、清
水産婦人科医院、中澤ウィメンズライフクリニック、丸山産婦人科医
院、助産所ほやほや

厚生連南長野医療センター新町病院、厚生連南長野医療センター
篠ノ井総合病院



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 主な施設等

ターミナル駅 長野駅（ＪＲ東日本、しなの鉄道、長野電鉄）

鉄道 ＪＲ東日本（在来線及び新幹線）、しなの鉄道、長野電鉄

バス アルピコ交通、長電バス

高速道路及びＩＣ 上信越自動車道、長野自動車道
信濃町ＩＣ、小布施スマートＩＣ、須坂長野東ＩＣ、長野ＩＣ、
坂城ＩＣ、更埴ＩＣ、姨捨スマートＩＣ

道の駅 道の駅信州新町、道の駅長野市大岡特産センター、道の駅中条、
道の駅しなの、道の駅オアシスおぶせ、道の駅おがわ
さかき地場産直売所 あいさい（道の駅相当施設）

項目 所在地（合計）

主な大規模小売
店（店舗面積
5,000 ㎡以上）

長野市（19施設）

須坂市（3施設）

千曲市（3施設）

長野市（5箇所）金融機関 八十二銀行、長野信用金庫、長野県信用組合、長野県労働金庫、
長野県JA バンク

（本店所在地が圏域内の金融機関）

綿半スーパーセンター千曲店、ベイシアショッピングセンター更埴
店、千曲ショッピングタウン

主な施設

㈱ながの東急百貨店、長野ホリデイスクエア、ケーズタウン若里、権
堂駅前ビル、青木島ショッピングパーク、MIDORI長野、AGAIN、マツ
ヤショッピングモール、ショッピングタウン川中島、北長野駅前B3 地
区再開発ビル、東京インテリア家具長野店、ホームセンタームサシ
長野水沢店・アークプロ資材館、イオンタウン長野三輪、ヤマダ電機
テックランド長野SBC 通り店、ニトリ長野店、綿半ホームエイド稲里
店、Sports Mall of 長野、綿半スーパーセンター長池店、信濃の里
ショッピングタウン

須坂ショッピングセンタービル、綿半ホームエイド須坂店、ケーヨーデ
イツー須坂インター店



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説
主な掲出
ページ

あ行 アウェイツーリズム
応援するチームのアウェイゲーム（相手チームの本拠地で行
うゲーム）観戦に伴う旅行・観光

49

粗付加価値額
製造品出荷額等から原材料使用額等及び減価償却費を控
除したもの

87

イノベーション
新製品の開発、新生産方式の導入、新市場の開拓、新原
料・新資源の開発、新組織の形成などによって、経済発展
や景気循環がもたらされること。

16

インバウンド 訪日外国人旅行のこと。 25

オープンデータ
機械判読に適したもので、営利目的等を問わず二次利用可
能なルールが適用された公開データ

55

か行 過疎債

過疎対策事業債のこと。過疎地域自立促進特別措置法によ
り過疎地域とされた市町村が、過疎地域自立促進市町村計
画に基づいて行う事業の財源として特別に発行が認められ
た地方債

59

吸引力
居住人口に対する吸引人口の百分比であり、数値が大きい
ほど地元滞留率及び他市町村からの流入人口の割合が高
い。

88

環境保全型農業
農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに
留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等に
よる環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業

4

観光入込客数
観光地点等ごとの重複を除いた数値。複数観光地点を訪れ
ても一人一回と数える。

89

合計特殊出生率
一人の女性が生涯に産むと見込まれる子どもの数。その年
の15歳～49歳の女性が産んだ子どもの数を基に算出する。

84

さ行 再生可能エネルギー
自然界で起こる現象から取り出すことができる繰り返し使用
可能なエネルギーのこと。具体的には、太陽光、水力、バイ
オマスエネルギーなどがある。

52

シーズ 企業が提供する特別な技術や材料・素材 17

自然エネルギー
太陽光・地熱・風力・潮力などの自然現象から得られるエネ
ルギー

2

自然動態 出生・死亡の動き 8

社会動態 転入・転出の動き 8

用語



 

 
解説

主な掲出
ページ

さ行 ジビエ

フランス語（Gibier）で狩猟で捕獲したシカやイノシシなどの野
生の獣や鳥の肉のこと。本ビジョンでは、主に鳥獣被害対策
として捕獲されたイノシシ及びニホンジカの食肉のことをい
う。

23

地元滞留率 地元市町村内で買い物をする世帯の割合 88

人口動態 出生・死亡・転入・転出等を要因とする人口移動の状況 8

スマートシティ
都市の抱える諸課題に対して、ICT等の新技術を活用しつ
つ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）が行われ、全
体最適化が図られる持続可能な都市または地区

32

成年後見制度
認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十
分な方々を保護し、支援する制度

37

ソルガム
「モロコシ」、「タカキビ」、「コーリャン」などとも呼ばれている
イネ科の穀物

48

た行
第５期科学技術基本
計画

科学技術基本法（平成7年制定）に基づき、長期的視野に
立った体系的かつ一貫した科学技術政策を実行するための
国が策定する計画。平成28年に第５期（平成28～32年度）
の計画が閣議決定された。

7

多文化共生
国籍等の異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、対
等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に
生きていくこと。

63

地域移行支援

障害者支援施設等及び精神科病院に入所・入院している障
害者に対して、住居の確保や障害福祉サービスの体験利
用・体験宿泊のサポートなど地域生活へ移行するための支
援を行うもの

36

地産地消 地域で生産されたものを地域で消費すること。 57

テレワーク
情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟
な働き方のこと。

8

特別支援教育
障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体
的な取組を支援するための適切な指導及び支援を行うもの

44

特化係数
域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したも
の。「1.0」を超えれば、当該産業が全国に比べて特化してい
る産業といえる。

86

用語



 

解説
主な掲出
ページ

は行 バックキャスティング
未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り返って
現在すべきことを考える方法

8

バイオマス 動植物などから生まれた生物資源の総称 28

病院群輪番制
救急車により直接搬送されてくる、又はかかりつけの診療
所などの初期救急医療機関から転送されてくる重症救急患
者に対応するための医療機関を整備している制度

33

病児・病後児保育
仕事等の都合により、病気中や病気回復期にある子の育
児を家庭でできない場合に、病院・診療所、保育所等に付
設された専用スペースにおいて、一時的な保育を行うもの

34

ファミリー・サポート・
センター

子育ての手助けをしてほしい人（依頼会員）と子育ての手伝
いをしたい人（提供会員）が、子育ての相互援助活動を行う
会員組織

35

付加価値額
企業が生産によって新たに生み出した価値。企業の生産額
から原材料等の中間投入額を控除した額

86

プロモーション 消費者の購買意識を促進する活動 19

ホームタウン スポーツチームが本拠とする地域 45

や行 有業者 普段、収入を得ることを目的として仕事をしている人 86

わ行 ワーケーション
英語のWork（仕事）とVacation（休暇）を合わせた造語。観
光地やリゾート地などで働きながら休暇を取得すること。

64

A
to
Z

AI
人口知能（Artificial Intelligence)の略称。学習・推論・判断
といった人間の知能のもつ機能を備えたコンピューターシス
テム

7

ICT
Information and Communication Technology の略称。情報
や通信に関する技術のこと。

55

IoT

Internet of Things　の略称。モノのインターネット。あらやる
モノがインターネットを通じてつながることによって実現する
新たなサービス、ビジネスモデル、又はそれを可能とする技
術の総称

7

用語



 

解説
主な掲出
ページ

A
to
Z

ＫＵＲＵＲＵ
長野地域の路線バス運賃の支払いに利用できる非接触型
のICカード

54

SWOT分析
目標を達成するための意思決定の手段として、組織等の内
部環境や外部環境を「強み」、「弱み」、「機会」、「脅威」の４
つのカテゴリーで要因分析を行うもの

9

ＵＩＪターン

Uターン（故郷から別の地域に移住した人が、再び故郷に
戻ってくること）、Iターン（故郷から別の地域に移住するこ
と）、Jターン（故郷から別の地域に移住した人が、故郷近く
の都市に移住すること）の総称

61

RESAS（地域経済分
析システム）

地方創生の様々な取り組みを情報面から支援するために、
産業構造や人口動態、人の流れなどの官民ビッグデータを
集約し、可視化するシステム。経済産業省と内閣官房（ま
ち・ひと・しごと創生本部事務局）が提供している。

86

用語






